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当資料のお取り扱いにおけるご注意 

■当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和投資信託により作成されたものであり、勧誘を目的としたものではありません。■当資料は、各種

の信頼できると考えられる情報源から作成していますが、その正確性・完全性が保証されているものではありません。■当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意

見等は当資料作成時点のものであり、将来の成果を示唆・保証するものではなく、また今後予告なく変更されることがあります。■当資料中における運用実績等は、過去の

実績および結果を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。■当資料の中で個別企業名が記載されている場合、それらはあくまでも参考のため

に掲載したものであり、各企業の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証するものではありません。 

販売会社等についてのお問い合わせ⇒大和投資信託 フリーダイヤル 0120-106212（営業日の 9:00～17:00） HP http://www.daiwa-am.co.jp/ 

 

 

 

＜関係各国の利害関係を見極めながら、今後の状況を注視＞

 
トルコを訪れる外国人に占めるアメリカ人の割合は 2016 年の実績ベースで約 2％とそれほど多くはないため、今回のビザ発

給業務停止が観光業を通じてトルコ経済に与える直接的な影響は限定的だと考えられます。ただし、トルコは対外債務が比
較的大きい国であるため、今回の件による市場の混乱はトルコ経済に間接的な悪影響を及ぼす恐れがあると考えられます。 

一方で、中東における対 IS（イスラム国）作戦やロシアとの関係を考えた場合に、⽶国はトルコとのさらなる関係悪化を避
けたいものと考えられます。また欧州もシリアなどからの難⺠を受け入れているトルコとの関係悪化を望んでいないとみられ、実
際、トルコの国⺠投票やドイツ人の人権活動家の拘束などをめぐってドイツとトルコの関係悪化がみられた際にも、市場の懸念
は一時的なものにとどまりました。 

利下げを実施する新興国が増えている中で、相対的に⾦利の⾼いトルコ債券は魅⼒的な投資対象だと考えるものの、⽶
国との関係悪化による市場の混乱の程度、持続性および経済への影響や、関係各国の利害関係を⾒極めながら、今後の
状況を注視してまいります。 
 

以上 
 

＜ご参考＞当社の関連リサーチ 

 
下記のリサーチでは、直近のトルコに関するテーマやその背景などをお伝えしています。 
 

◇マーケットレター 

・トルコの最近の状況について（2017/10/5） 

・トルコ 4 月⾦融政策委員会 〜中央銀⾏はインフレ⾒通しの悪化を懸念〜（2017/4/27） 

http://www.daiwa-am.co.jp/market/html_ml/ML20170427_2.html 

・トルコ国⺠投票で憲法改正賛成派が勝利（2017/4/17） 

 http://www.daiwa-am.co.jp/market/html_ml/ML20170417_1.html  
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